滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱

　（趣旨）
第１条　滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、滋賀県補助金等交付規則（昭和48年滋賀県規則第９号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。

（目的）
第２条　この補助金は、健康上の理由等によるワクチン未接種者等へのＰＣＲ等検査等に要する経費を事業者に補助することにより、大人数での飲食、イベント、旅行など感染リスクが高い活動に当たり、健康上の理由等によるワクチン未接種者に対して、ＰＣＲ等検査の受検を浸透させること、および感染拡大の傾向が見られる場合に、知事の判断により、不安に感じる者が検査を受けられる環境を整備していくことを目的としている。

（定義） 
第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
（１）ＰＣＲ検査等　
ＰＣＲ法やＬＡＭＰ法等の核酸増幅法による検査および抗原定量検査
（２）登録事業者
本交付要綱および滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業実施要領（以下、「実施要領」という。）に従って検査を実施する事業者（共同して事業を実施する場合の共同事業者を含む。）であって、第７条第２項の規定による登録を受けたもの
（３）ワクチン・検査パッケージ制度
飲食店やイベント主催者等の事業者が、入店者・入場者等の利用者のワクチン接種歴または検査結果の陰性のいずれかを確認することにより、感染リスクを低減させ、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等において課される行動制限を緩和する制度

　（補助対象経費等）
第４条　補助対象経費、区分、補助率等は、次のとおりとし、予算の範囲内で補助するものとする。
	補助対象
経費
	区分
	補助率
	補助上限額
	対象期間

	検査体制の整備に係る費用
	
	10/10
	1,300,000円（応募事業者多数等、事業実施の状況次第では、事業所当たりの上限額を設定する場合がある。）
	この要綱の施行日から令和４年３月31日までの間


	検査費用

	ＰＣＲ検査等
	
	●登録事業者が薬局の場合
検査１回あたり11,500円（最大）（税込）
【内訳】
　①検査費用原価（検査キット代・検査費用・送料等）
8,500円（上限）（税込）
②各種経費
3,000円（一律）（税込）
●登録事業者が医療機関の場合
検査１回あたり10,000円（最大）（税込）
【内訳】
　①検査費用原価（検査キット代・検査費用・送料等）
7,000円（上限）（税込）
②各種経費
3,000円（一律）（税込）
※ただし登録事業者が医療機関の場合であっても、令和３年12月30日までに仕入れた検査キットを用いる場合は、検査費用原価（検査キット代・検査費用・送料等）の上限は8,500円とする。
	登録の日から令和４年３月31日までの間


	
	抗原定性検査
	
	検査１回あたり6,000円（最大）（税込）
【内訳】
①検査費用原価（検査キット代）
3,000円（上限）（税込）
②各種経費
3,000円（一律）（税込）
※ただし令和３年12月30日までに仕入れた検査キットを用いる場合は、検査費用原価（検査キット代）の上限は3,500円とする。
	登録の日から令和４年３月31日までの間



（補助対象事業者）
第５条　本事業の補助対象者は、次の各号に掲げる登録事業者の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める事業（会社等が事業または福利厚生の一環として自己の従業員に対して実施する検査を除く。）を実施する者であって、登録事業者であるものをいう。
（１）医療機関　次のアまたはイに掲げる事業
ア　実施要領別添１に定められた事項に沿って行うＰＣＲ検査等のための検体（鼻咽頭ぬぐい液および唾液に限る。）の採取等、検体の検査および検査受検者への結果通知書等の発行
イ　実施要領別添２に定められた事項に沿って行う抗原定性検査のための検体（鼻咽頭ぬぐい液および鼻腔ぬぐい液に限る。）の採取等、検体の検査結果の読み取りおよび検査受検者への結果通知書等の発行等
（２） 医療機関、薬局、衛生検査所等またはワクチン・検査パッケージ制度等の登録を受けた事業者　次のアまたはイに掲げる事業
ア　実施要領別添１に定められた事項に沿って行うＰＣＲ検査等に用いる検体（唾液に限る。）を本人が採取する際の立会い等ならびに検査機関（医療機関または衛生検査所等（厚生労働省において「自費検査を提供する検査機関一覧」として別に公表されている検査機関が推奨される。）に限る。以下同じ。）に対する検体の送付および検査受検者への結果通知書等の発行の求め等（以下「第一号事業」という。）
イ　実施要領別添２に定められた事項に沿って行う抗原定性検査に用いる検体（鼻腔ぬぐい液に限る。）を本人が採取する際の立会い等、検体の検査結果の読み取りおよび検査受検者への結果通知書等の発行（以下「第二号事業」という。）
（３） 医療機関または衛生検査所等
関係法令に基づき実施される前号に掲げる登録事業者から送付されるＰＣＲ検査等のための検体の検査および検査受検者への結果通知書等の発行等
２　ワクチン・検査パッケージ制度等の登録を受けた事業者が行う第一号事業または第二号事業は、当該事業者の事業に関連して行う事業に限るものとする。
３　第一号事業または第二号事業を行う登録事業者は、第１項第２号の規定にかかわらず、検査申込者に対して検体採取のためのキット等を直接受け渡す場合には、オンラインにより検体採取の立会いを行うことができる。また、同登録事業者は同項の規定にかかわらず、離島、へき地その他の実情を踏まえ、知事が承認した場合には、郵送またはオンラインにより検査の受付、検体採取のためのキット等の送付および検体採取の立会いを行うことができる。これらの場合において、当該登録事業者は実施要領別添３に掲げる事項を遵守するものとする。
４　第一号事業または第二号事業を行う登録事業者は、第１項第２号の規定にかかわらず、ドライブスルー方式により検体採取の立会いを行うことができる。この場合において、当該登録事業者は実施要領別添３に掲げる事項を遵守するものとする。

（対象事業） 
第６条　補助金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げる事業とする。
（１）ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業
基礎疾患・副反応の懸念など健康上の理由等（ワクチンを接種できない12歳未満であることを含む。）によりワクチンを接種できない者のうち、発熱等の症状が出ていない者が、ワクチン・検査パッケージ制度または飲食、イベントもしくは旅行等の活動に際して検査結果の陰性を確認するために受検した検査
（２）感染拡大傾向時の一般検査事業 
感染リスクが高い環境にある等の理由により感染不安を感じる住民のうち、発熱等の症状が出ていない者が、検査受検要請（感染拡大傾向にある場合に知事の判断により行われる新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第24条第９項等に基づくものに限る。）に応じて受検する検査

（登録）
第７条　この要綱に基づく補助金の交付を受けようとする事業者は、登録申請書（様式第１）に必要書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出し、登録を受けなければならない。
２　知事は、前項の規定による登録申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と認められるときは登録の決定を行い、速やかに申請者に通知するものとする。

（計画の変更等）
第８条　前条第１項の規定による登録を受けた者（以下「登録事業者」という。）が計画の内容を変更しようとするときは、あらかじめ変更登録申請書（様式第２）を知事に提出し、変更の登録を受けなければならない。
２　知事は、前項の規定による変更登録申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは変更登録の決定を行い、登録事業者に通知するものとする。
３　登録事業者が前条第１項の登録を受けた計画に基づく事業を中止しようとするときは、あらかじめ中止届出書（様式第３）を知事に提出しなければならない。

（週次の受検者・陽性者の報告）
第９条　登録事業者は、週ごとに、前回の報告（初回の報告にあっては、登録）の後、当該登録事業者が検査を実施した者の数およびそのうち陽性結果が判明した者の数を記録し、その記録の内容を週次報告書（様式第４）により知事に報告しなければならない。

（交付申請等）
第 10 条　登録事業者は、事業完了後に補助金交付申請書兼実績報告書（様式第５）により交付の申請をしなければならない。ただし、登録事業者の都合で暦月毎に補助金交付申請書兼実績報告書の提出を行っても、差し支えないものとする。
２　登録事業者は、前項の規定による交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額（補助金の対象とされた経費に含まれる消費税および地方消費税相当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律（平成６年法律第109号）および地方税法等の一部を改正する法律（平成６年法律第111号）の規定により仕入れに係る消費税額および地方消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付の申請をしなければならない。

（補助金の交付決定等）
第 11 条　知事は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、補助金交付決定通知書により登録事業者に通知するものとする。この場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、交付金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて通知するものとする。
２  知事は、前項ただし書の規定による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において必要な減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付の決定を行うものとする。
３　前条第１項の補助金交付申請書兼実績報告書が到達してから、第１項の規定による交付の決定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、30日とする。
４　第１項の交付決定通知後、補助金の額を確定し、登録事業者に通知した上で、補助金を交付する。

（申請の取下げ）
第 12 条　登録事業者は、前条第１項の通知を受領した場合において、当該通知書に係る補助金の交付の決定の内容またはこれに付された条件に不服があるときは、当該通知のあった日から15日以内に申請の取下げをすることができる。
　
　（消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第 13 条　登録事業者は、補助事業完了後に、消費税および地方消費税の申告により補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、消費税および地方消費税額の確定に伴う報告書（様式第６）により速やかに知事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の報告があった場合には、期限を定めて、当該消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の全部または一部の返還を命ずるものとする。
３　前項の期限は、同項の規定による命令の日から20日以内とする。ただし、同項の規定による命令を受けて行う補助金の返還のための予算措置につき議会の議決が必要であり、かつ、当該期限までに当該補助金の返還をすることが著しく困難と見込まれるときは、同項の規定による命令の日から90日以内で同項の期限を定めることができる。
４　登録事業者は、第２項の返還を命ぜられ、これを同項の期限までに納付しなかったときは、当該期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき年10.75パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

　（交付の決定の取消し）
第 14 条　知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第11条第１項の決定の全部または一部を取り消すことができる。
　（１）登録事業者が第13条の規定により付された条件に違反した場合
　（２）登録事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合
　（３）登録事業者が第９条、第10条または次条の規定に違反した場合
　（４）前３号に掲げる場合のほか、登録事業者が補助事業に関して補助金の交付決定の内容その他法令等またはこれに基づく知事の処分に違反した場合

　（財産処分の制限）
第 15 条　登録事業者は、補助事業により取得した設備その他の財産（取得価格および効用の増加価格が単価50万円未満のものを除く。）を補助金の交付の目的に反して使用し、譲り渡し、交換し、貸し付け、または担保に供しようとするときは、財産処分承認申請書（様式第７）による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、知事が別に定める財産の処分の制限期間を経過した場合は、この限りでない。

　（補助事業の経理）
第 16 条　登録事業者は、補助事業の経理について補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿および収支に関する証拠書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければならない。

　（電子情報処理組織による申請等）
第 17 条　登録事業者は、第９条の規定に基づく状況報告、第10条の規定に基づく交付の申請、第14条の規定に基づく消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告、第15条の規定に基づく財産の処分の承認申請については、滋賀県インターネット利用による行政手続等に関する条例（平成16年滋賀県条例第30号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。


　　　付　則
　この要綱は、令和３年　月　日から施行する。
　
様式第１（第７条関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業登録申請書

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事

申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


　滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。









　関係書類
　　１．実施計画書（別紙）
２．その他、知事が必要と認める書類
　　
　（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２（第８条第１項関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業変更登録申請書

[bookmark: _GoBack]番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事
申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　号で登録を受けた計画の内容を変更したいので、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記


１．変更の概要　
　

２．変更予定日


３．変更の理由

　関係書類
　　１．変更の内容が明らかになる書類
　　
　（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第３（第８条第３項関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業中止届出書
番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事

申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


　　　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　号で登録を受けた計画に基づく事業を中止したいので、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。                                   

記

１．中止予定日　
　

２．中止の理由







（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第４（第９条関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業週次報告書

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事

申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　号で登録を受けた計画に基づく事業について、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

　１．対象期間：　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日まで　　　

　２．検査数および陽性数

	検査種類
	ワクチン・検査パッケージ等
定着促進事業
	感染拡大傾向時の一般検査事業

	PCR検査等
	　　　　　　　件
（　　　　　　件）
	　　　　　　件
（　　　　　件）

	抗原定性検査
	　　　　　　　件
（　　　　　　件）
	　　　　　　件
（　　　　　件）


（注）（　）内には、検査の結果陽性であった件数を記入すること
（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第５（第10条関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付申請書兼実績報告書

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事
申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　号で登録を受けた計画に基づく事業の実施が　月分まで完了し、完了分について補助金の支払を受けたいので、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金　　　　　　　　　
円を交付されるよう、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第10条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記
　１．交付申請額　　　　　　　　　　　円
	　（内訳）
	①
	検査体制の整備に要した費用　　　　　　　　      円

	
	②
	ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業　　　　　　　   円

	
	③
	感染拡大傾向時の一般検査事業　　　　　　　　　    円



関係書類
　１．別紙様式
２　証拠書類（検査体制の整備に係る費用に関するもののみ）
３　口座振替依頼書（滋賀県に債権者登録を行っていない場合）

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
別紙様式

滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費用内訳書
（　　）月分


【補助金算定根拠】
	①検査整備の整備に要した費用
	円

	②ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業
	PCR検査等
	円
	抗原定性検査
	円

	
	
	【積算】　　　円×　　件
	
	【積算】　　　円×　　件

	③感染拡大傾向時の一般検査事業
	PCR検査等
	円
	抗原定性検査
	円

	
	
	【積算】　　　円×　　件
	
	【積算】　　　円×　　件
























様式第６（第13条関係）
　　　　年度消費税および地方消費税額の確定に伴う報告書

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　（宛先）
　　滋賀県知事
申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


　滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

　１　補助金額（交付要綱第11条による額の確定額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　２　補助金の確定時における消費税および地方消費税に係る仕入控除税額
                                                                         　　　円―①

　３　消費税および地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税および地方消費税
に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円―②

　４　補助金返還相当額【②－①】                                         　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（注）(1)別紙として積算の内訳を添付すること。
　　　  (2)用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第７（第15条関係）
滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金により取得した財産処分承認申請書

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　（宛先）
　　滋賀県知事
申請者　　住所
氏名　
（法人にあっては名称および代表者の職名・氏名）
　　　　　　　　（自治体にあっては市(町)長の氏名）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者・担当者　氏名
（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　（自治体にあっては担当者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号


年　月　日付け滋防危第　　号によって交付決定のあった滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金により取得した財産処分の承認を受けたいので、滋賀県ＰＣＲ等検査無料化事業費補助金交付要綱第15条の規定により申請します。

記

　１　処分しようとする財産、処分の内容および処分する理由


　２　処分の相手方（住所、氏名、使用の目的および条件）







　（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

